
空港の整備等に関する行政評価・監視結果に基づく勧告（要旨）

【行政評価・監視の背景事情等】 

【主な勧告事項】
１ 効率的かつ効果的な空港整備等
  (1)  需要予測の精度の一層の向上及び透明性の確保 

〈需要予測の精度の一層の向上〉 
新設あるいは滑走路延長事業を実施し平成元年度以降10年度までに供用開始した空港

で、需要予測値と利用実績値の対比が可能な15空港のうち９空港で実績値が予測値を下回
り、うち４空港では予測値の半分以下の実績
需要予測に当たっては、景気低迷による需要の伸び悩みなど精緻な想定が困難な要素が

あるものの、その精度の一層の向上等のため、次のとおり予測方法の改善が必要と認めら
れる例あり

勧告日 ： 平成13年５月24日

勧告先 ： 内閣府、国土交通省

実施時期 ： 平成11年８月～13年５月

○ 厳しい財政事情の下、空港整備を含む公共事業について、重点的かつ効果的実施が求めら
れており、事業の採択時等において、その必要性等の観点からの的確な評価が必要。このた
め、空港整備事業の採択時の評価の基となる需要予測の精度の一層の向上、費用対効果分
析の的確な実施が必要
また、評価の透明性等の確保のため需要予測の方法の公開等が必要

○ 本行政評価・監視は、空港の整備等に関する行政運営の実態について調査し、関係行政の
改善に資するため実施

○ 調査対象機関 ： 内閣府、国土交通省、空港設置・管理者（特殊法人、地方公共団体
等）、航空運送事業者等

○ 担当部局 ： 行政評価局、管区行政評価局(７)、四国行政評価支局、沖縄行政評
価事務所、行政評価事務所(14)

・需要予測の方法について基準は特に定められていないが、一般的には以下の手順で実施

・需要予測の客観性・透明性の確保のため、需要予測の方法の公開が必要

○
地域間旅客流動量の予測
同一時期に予測したにもかかわらず、同一の都道府県間の旅客流動量の予測値が、

予測を実施した空港によって大きく異なっている例あり
(例)Ａ県～Ｂ県間の平成22年度の旅客流動量予測値(平成５年度に予測）

ａ空港(A県所在)の整備に当たって予測したＡ県～Ｂ県間の旅客流動量： 66.0千人
ｂ空港(B県所在)の整備に当たって予測したＡ県～Ｂ県間の旅客流動量：116.5千人

これは、予測を実施する空港により、予測の方法（予測のために採用したデータの対象



〈需要予測の透明性の確保〉
需要予測の方法の公開に当たっては、予測方法の部外からの検証が可能となるような内

容を記述した記録の整備・保存が不可欠 

期間、旅客流動量と経済指標との相関に関する前提の置き方等）が異なることに起因

○ 航空分担率の予測

・ 航空分担率(競合するとみられる交通手段と運賃､所要時間等を比較･分析して予測)
は、一般に空港に近接する地区ほど高く、空港から遠距離にあり鉄道等の利便がよい地
区では低くなる。このため、同一の空港勢力圏内でも地区により交通手段の利用の利便
性が異なる場合には、航空分担率は、空港勢力圏を細分した地区別に予測することが
必要。しかし、このような細分を行わず空港勢力圏内の中心都市のみで予測し、当該中
心都市が空港近接地であるために、結果的に、空港勢力圏を細分した地区別に予測し
た場合に比較して高い航空分担率が適用されているとみられる例あり

・ 既存の他空港の航空分担率実績値(=航空旅客数/(航空旅客数+鉄道旅客数))を基礎
に自空港の航空分担率を予測する手法を用いる場合、航空分担率実績値を算出する際
の前提となる航空旅客数と鉄道旅客数の把握範囲の整合を図ることが必要。しかし、航
空旅客数の把握範囲に対し鉄道旅客数の把握範囲が狭いため、算出された航空分担
率実績値は実際より高い値となっているとみられる例あり
（例）Ｃ県（Ｃ空港）と東京（東京国際空港）間の航空分担率実績値算出例

把握した航空
旅客数

： C空港の東京国際空港路線の全航空旅客数（航空旅客の中には東京
都周辺県を出発地･目的地とする者を含む)

把握した鉄道
旅客数

：
C県と東京都間の鉄道旅客数のみ

○ 他の空港と空港勢力圏が相当程度重複すると考えられる空港が整備される場合、空
港整備の必要性の評価においては、当該空港の需要のみならず、地域内の他空港及び
地域全体の需要の見込みが明らかである必要あり。しかし、地域内の他空港及び地域
全体の需要の見込みが明らかにされている例なし

国土交通省 ： 記録は保存されているが、予測方法の検証に足る内容となっておらず

地方公共団体 ： 記録は保存されているが、予測方法の十分な検証を行うには記述内容が
不十分な例あり

1. 空港の需要予測の方法について、次の事項を検討の上、留意すべき事項を取りまと
め、これを事業主体に示すこと。 

また、空港勢力圏が相当程度重複すると考えられる複数の空港が整備される場合に
おいては、地域内の他空港及び地域全体の需要の見込みを明らかにすることとし、こ
の点についても事業主体に示すこと。

i） 地域間旅客流動量について、需要予測を実施する空港によって予測結果が大き
く異なることがないようにするための予測方法に係る基本的事項

ii） 地域内における自空港勢力圏への地域間旅客流動量の配分や航空分担率の算
定等、地域の特性を考慮した指標、基礎データ及び前提条件を選定して予測が行
われる事項について、当該指標等の選定根拠の明確化、予測手法の信頼性の検
証等のために必要な事項

2. 国土交通省が実施する需要予測について、使用した予測手法、基礎データ等のうち
部外からの予測方法の検証に必要なものの記録を整備・保存し、これを公開すること。
また、地方公共団体に対し、同様の措置を講ずるよう要請すること。



  (2)  空港整備事業の評価の的確な実施 

  (3)  重点的かつ効果的な空港整備等 

２ 航空保安無線施設の効果的整備 

・国土交通省は、平成11年度に空港整備事業の採択時等の評価の一要素である費用対効果
分析のマニュアルを策定
・費用対効果分析は、供給者便益、利用者便益と費用（建設費、維持改良費等）を比較考量す
る方法

○ 費用対効果分析マニュアルでは、供給者便益（空港整備により空港管理者等が受ける増収
の便益）の計測において、空港の運営上必要不可欠な管制等業務及び気象等業務に係る収
入及び費用の増加額を算入するものとされておらず、不十分

供給者便益の計測において、管制等業務及び気象等業務に係る収入及び費用の増加
額を算入するよう、費用対効果分析マニュアルを見直すこと。
併せて、空港管理業務、管制等業務及び気象等業務について、費用対効果分析の対象

空港ごとに供給者便益の計測に必要な費用を整理・集計し、把握すること。

・ 昭和42年度以降空港整備五箇年計画を策定するとともに、45年度に空港整備特別会計を
創設し、着陸料等を原資に、空港整備事業を推進
・ 空港整備特別会計については、近年、一般会計からの受入れの額が増加しており、一層事
業の重点化・効率化が求められる状況

○ 空港の新設事業の採択に当たり、当該事業の検討当時、需要に影響を与えたとみられる要
素を取り込んだ需要予測の方法が確立されていなかったこと等から、これを勘案できなかった
例あり。しかし、近年、当該要素を予測に取り込むことが可能となりつつあり、今後の空港の新
設等において、このような要素に十分配意することが必要

・ 空港新設時の検討では東京国際空港等との間の路線で多くの需要を予測していたが、東京
国際空港等への便数を当初想定したとおりに確保できず、さらに近隣空港の方が運航便数が
多く、このようなことが要因の一つとなって、実績が予測を下回ることとなったと考えられる地方
公共団体管理空港の例あり。近年、国管理空港では運航便数の要素を予測に取り込む等の
状況あり

今後、計画又は検討されている空港整備事業の採択に当たり、空港の新設等について
は、首都圏の空港の発着枠の拡大見込み及び近隣空港の運航便数に十分配意して行う
こと。

・ＮＤＢ(無指向性無線標識施設)とＶＯＲ(超短波全方向式無線標識施設)は同様の用途(空港
への着陸方式､航空路の設定等)に利用。ＮＤＢはＶＯＲに比べ測定精度が低く、ＶＯＲが無線
標識施設の中心的役割
・着陸機数が多く悪天候時においても航空機の円滑な運航の確保が必要な空港の中には、滑
走路の双方向にＩＬＳ（計器着陸装置）が設置されているものあり（４空港）

○ 調査した31空港中、20空港においてＶＯＲとＮＤＢ（24施設）が併設。これらＮＤＢの多く（15施
設）は、ＶＯＲと同様の用途のものであることなどから存置の必要性が乏しい

○ 現在ＩＬＳが設置されていない滑走路方向へのＩＬＳの増設を行うことにより、気象に起因して多
数発生している欠航あるいは離発着の遅れの解消が可能な空港の例あり



３ 保守管理業務の合理化・適正化 

【その他の勧告事項】
○ 契約事務の適正化等（コスト縮減を図る観点からの適切な発注ロットの設定など）
○ 空港整備特別会計に属する未利用国有地の処分促進

1 ＶＯＲと併設されている空港用ＮＤＢについては、航行の安全に支障がない場合
には廃止すること。

2 滑走路の双方向にＩＬＳを設置することにより運航の円滑化及び安全性の向上に
効果が見込まれる空港については、ＩＬＳの増設を検討すること。

・航空保安無線施設等の運用・保守、工事の設計・施工を行う業務（管制技術業務）あり
・全国94空港のうち53空港の空港事務所等に航空管制技術官を配置(平成11年度末現在 
1,180人)
・保守対象施設が一定数を超えた場合などは航空管制技術官を一律に増員する基準

○ 各時間帯とも同数の要員が配置される24時間運用空港の中には、昼夜間帯に集中実施して
いる点検業務を深夜帯にも実施することにより、保守対象施設数が一定数を超えたとしても必
ずしも基準どおりに増員を行わなくとも業務の遂行が可能な例などあり

管制技術業務については、保守対象施設数が一定数を超えた場合あるいは特定の保
守対象施設が整備された場合には一律に増員することとしている施設規模要員の配置基
準の考え方を業務実施方法及び業務量を勘案したものとなるよう見直し、適正な要員配
置を図ること。


